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単元株制度採用の有無　　有（1単元1,000株）

１. 18年 9月中間期の業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）

(1)経営成績 　　　　（百万円未満切捨）

　　       売　　上　　高 　　    営　業　利　益 　      経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期 10,747 5.8 314 31.3 521 52.0

17年 9月中間期 10,159 △ 1.5 239 △ 32.9 343 △ 5.9

18年 3月期 21,043 603 628

        中間（当 期）純利益

百万円 ％ 　　　　　　　　　円 　　銭

18年 9月中間期 355 38.6 20    58

17年 9月中間期 256 36.2 14    84

18年 3月期 448 24 　 79

(注)①期中平均株式数　　　18年 9月中間期    17,289,291 株        17年 9月中間期    17,294,791 株         18年 3月期    17,293,081 株

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態

      　　　総  　資  　産        　　純　資　産 自己資本比率

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年 9月中間期 15,013 8,656 57.7 500   69

17年 9月中間期 14,009 8,156 58.2 471   64

18年 3月期 14,513 8,467 58.3 488   65

（注）①期末発行済株式数　18年 9月中間期    17,288,714株　　　17年 9月中間期    17,294,130株      18年 3月期    17,289,740株

　　　②期末自己株式数　　 18年 9月中間期          21,355株　　　17年 9月中間期          15,939株      18年 3月期          20,329株

２. 19年 3月期の業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
            売   上   高         経  常  利  益 　　　　　当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　　　期 22,200 740 480

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  27円76銭 　

３.配当状況
・現金配当 　　　　　　　　１ 株 当 り 配 当 金 （円）

中間期末 期末 年間
18年 3月期 － 6.00 6.00
19年 3月期(実績) － －
19年 3月期(予測) － 6.00

※上記予想は、現時点で入手可能な情報に基づく判断及び予測が含まれております。実際の業績は今後の経済情勢、市場動向等の

　 状況の変化により予想数値と異なる可能性があります。

    なお、上記業績予想に関する事項は、決算短信（連結）添付資料の５ページ(通期の見通しのページ)を参照してください。

１ 株 当 た り 中
間

１ 株 当 た り 中 間
（ 当 期 ）  純 利 益

１株当たり
純資産

6.00
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　 中間貸借対照表
      (単位:千円)

前中間会計期間末 当中間会計期間末
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

（平成17年9月30日現在） （平成18年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）

（資 産 の 部）

  流    動    資    産 7,525,816 8,221,252 8,124,968

現 金 及 び 預 金 1,231,061 56,250 227,612

受 取 手 形 61,625 58,938 88,361

売 掛 金 3,621,410 3,684,407 3,810,620

有 価 証 券 1,270,151 1,207,280 1,268,643

た な 卸 資 産 805,838 821,860 810,569

繰 延 税 金 資 産 190,409 190,730 203,080

関 係 会 社 預 け 金 － 1,851,771 1,380,971

そ の 他 345,317 350,013 335,108

  固    定    資    産 6,484,169 6,791,947 6,388,659

（有 形  固 定 資 産） 4,550,385 4,970,067 4,477,737

建 物 960,400 962,587 940,469

構 築 物 83,209 75,612 78,654

機 械 及 び 装 置 2,267,876 2,695,776 2,321,538

工 具 器 具 及 び 備 品 918,949 975,158 940,716

土 地 105,128 98,228 98,228

そ の 他 214,820 162,704 98,128

（無 形  固 定 資 産） 146,020 126,545 136,014

（ 投資その他の資産 ） 1,787,763 1,695,334 1,774,907

投 資 有 価 証 券 856,728 827,962 893,681

繰 延 税 金 資 産 225,107 160,679 167,500

そ の 他 727,337 730,869 737,902

貸 倒 引 当 金 △ 21,409 △ 24,178 △ 24,178

資　　産　　合　　計 14,009,985 15,013,200 14,513,627

科　　　　　　　　　　　　目
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      (単位:千円)

前中間会計期間末 当中間会計期間末
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

（平成17年9月30日現在） （平成18年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）

     （（負 債 の 部）
  流    動    負    債 5,001,592 5,579,431 5,197,644

支 払 手 形 290,145 197,893 249,762
買 掛 金 2,874,347 3,136,714 3,039,719
未 払 金 599,193 755,321 682,037
未 払 費 用 613,314 628,937 622,203
未 払 法 人 税 等 109,801 102,090 187,971
役 員 賞 与 引 当 金 － 9,500 －
製 品 保 証 引 当 金 48,520 36,755 40,549
設 備 支 払 手 形 191,841 439,217 102,209
そ の 他 274,428 273,001 273,190

  固    定    負    債 851,729 777,517 848,086
退 職 給 付 引 当 金 831,108 755,637 823,064
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 20,621 21,880 25,022

負  債  合  計 5,853,321 6,356,948 6,045,731

（資 本 の 部）

  資      本        金 1,563,777 － 1,563,777
  資  本  剰   余   金 2,198,186 － 2,198,186

資 本 準 備 金 2,198,186 － 2,198,186
  利  益  剰   余   金 4,166,945 － 4,358,326

利 益 準 備 金 259,794 － 259,794
任 意 積 立 金 3,228,176 － 3,228,176
中間（当期）未処分利益 678,974 － 870,355

  その他有価証券評価差額金 233,201 － 355,048
  自 　 己    株  　式 △ 5,446 － △ 7,442

資  本  合  計 8,156,663 － 8,467,896
負 債 資 本 合 計 14,009,985 － 14,513,627
（純 資 産 の 部）

  株　　主　　資　　本 － 8,345,043 －
資 本 金 － 1,563,777 －
資 本 剰 余 金 － 2,198,186 －
　資　 本　 準　備　金 － 2,198,186 －
利 益 剰 余 金 － 4,591,111 －
　利　 益　 準　備　金 － 259,794 －
　その他 利益 剰 余 金 － 4,331,317 －
　　建 物 圧 縮 積立金 － 26,373 －
　　別  途  積  立  金 － 3,400,000 －
　　繰 越 利 益 剰余金 － 904,944 －
自 己 株 式 － △ 8,032 －

  評価・換 算 差 額 等 － 311,208 －
その他有価証券評価差額金 － 311,208 －

純　資　産  合  計 － 8,656,251 －
負 債 純 資 産 合 計 － 15,013,200 －

（注）１．有形固定資産の減価償却累計額  14,651,626 千円  14,733,913 千円  14,493,738 千円

　　　２．中間会計期間末日満期手形

受  取   手  形 － 　　 　 681 千円 －

支  払   手  形 － 　　 54,723 千円 －

設備支払手形 － 　　 39,692 千円 －

科　　　　　　　　　　　　目

　中間期末日満期手形の会計処
理は、手形交換日をもって決済
処理しております。なお、当中
間会計期間の末日は金融機関の
休日であったため、次の中間期
末日満期手形が中間期末残高に
含まれております。
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中間損益計算書
  (単位:千円)

  前中間会計期間   当中間会計期間  
前 事 業 年 度 の
要約損益計算書

  自平成17年4月 1日   自平成18年4月 1日   自平成17年4月 1日

  至平成17年9月30日   至平成18年9月30日   至平成18年3月31日

   売         上        高 10,159,368 10,747,570 21,043,573
   売     上     原     価 9,401,035 9,906,394 19,401,656

売 上 総 利 益 758,333 841,175 1,641,916
   販売費 及 び 一般管理費 518,613 526,469 1,038,387

営 業 利 益 239,719 314,706 603,528

   営   業   外   収    益 153,527 242,009 173,783
   営   業   外   費    用 50,191 35,146 149,242

経 常 利 益 343,055 521,569 628,070

   特 　  別 　  利 　  益 24,042 － 31,304

   特 　  別 　  損 　  失 13,306 － 24,207
税引前中間(当期)純利益 353,791 521,569 635,167

法人税､住民税及び事業税 75,459 123,934 183,616
法 人 税 等 調 整 額 21,686 41,841 3,523
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 256,645 355,793 448,026
前 期 繰 越 利 益 422,328 422,328

中間(当期 )未処分利益 678,974 870,355

　前中間会計期間  　当中間会計期間  前事業年度
(注)１．重要な営業外収益 千円 千円 千円

　　受  取  利  息 1,643 4,018 3,259
　　受 取 配 当 金 141,027 221,363 142,803

　  ２．重要な営業外費用 千円 千円 千円
　　固定資産廃 棄 損 47,094 27,692 116,348

　  ３．特別利益 千円 千円 千円
　　投資有価証券売却益 24,042 － 31,304

　  ４．特別損失 千円 千円 千円
　　減損損失 13,306 － 24,207

　　５．減価償却実施額 千円 千円 千円
　　有 形 固 定 資 産 448,629 496,580 954,040
　　無 形 固 定 資 産 34,230 31,021 66,143

科　　　　　　　　　　　　　　目
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中間株主資本等変動計算書

株　　主　　資　　本

資本剰余金       利益剰余金

その他利益剰余金

平成18年3月31日　残高

（千円）

中間会計期間中の変動額

　建物圧縮積立金の取崩(注) △ 1,803 1,803 －

　別途積立金の積立(注) 200,000 △ 200,000 －

　剰余金の配当(注) △ 103,738 △ 103,738
　役員賞与(注) △ 19,270 △ 19,270

  中間純利益 355,793 355,793

　自己株式の取得 △ 589 △ 589

　株主資本以外の項目の

　中間会計期間中の変動

　額（純額）

中間会計期間中の変動額

合計　　　　　（千円）

平成18年9月30日　残高

（千円）

　 評価・換算差額等

平成18年3月31日　残高

（千円）

中間会計期間中の変動額

　建物圧縮積立金の取崩(注) －

　別途積立金の積立(注) －

　剰余金の配当(注) △ 103,738
　役員賞与(注) △ 19,270

  中間純利益 355,793

　自己株式の取得 △ 589

　株主資本以外の項目の

　中間会計期間中の変動 △ 43,840 △ 43,840 △ 43,840

　額（純額）

中間会計期間中の変動額

合計　　　　　（千円）

平成18年9月30日　残高

（千円）

（注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

（注）自己株式の種類及び株式数に関する事項

普通株式（株） 20,329 1,026 － 21,355
普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加1,026株であります。

355,048 355,048 8,467,896

34,588

1,563,777 2,198,186 259,794 904,944

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等

合計

△ 8,032 8,345,043

200,000 232,195△ 589

311,208 311,208 8,656,251

△ 43,840 △ 43,840 188,354

自己株式
株主資本

合計

1,563,777 2,198,186 259,794 870,355 △ 7,442 8,112,847

資本金
繰越利益
剰余金

純資産合計

△ 1,803－ － －

28,176 3,200,000

26,373 3,400,000

利益
準備金

資本
準備金 建物圧縮

積立金
別途

積立金

当中間会計期間末
株式数

減少前事業年度末株式数 増加
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 　　　《中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項》

１.  資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券

子会社株式　　　　　　　　………　移動平均法による原価法
その他有価証券
　時価のあるもの　　　　　………　中間決算日の市場価格等に基づく時価法
                              　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
　　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法により算定）
　時価のないもの　　　　　………　移動平均法による原価法

（２）たな卸資産

総平均法による原価法を採用しております。

２.  固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、工具器具及び備品の

うち金型については定額法を採用しております。また、取得価額が１０万円以上２０万円未

満の資産については、３年間で均等償却する方法を採用しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて

おります。

（３）長期前払費用

定額法を採用しております。

３.  引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当中間会計期間負担額を計上しております。

（会計方針の変更）

当中間会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第4号 平成17年11月29

日）を適用しております。これにより営業利益、経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ

9,500千円減少しております。

（３）製品保証引当金

製品納入後に発生する修理費用に備えるため、過去の支払実績値に基づく経験率を基礎と

した額及び個別の発生見込額を計上しております。

（４）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（１５年）による定率法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとし

ております。

（５）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

４.  外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

５.  リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６.  消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。なお、「仮払消費税等」及び「仮受消費
税等」は相殺のうえ流動負債の「その他」に含めて表示しております。 
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 　　　《中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更》

　 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等
　当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号　

平成17年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第8号　平成17年12月9日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は8,656,251千円であります。

　なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。

リース取引関係

　当社は、証券取引法第27条の30の6の規定に基づき、電子開示手続きを行っておりますので、記載を

省略しております。

有価証券関係

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。


